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論文の内容の要旨 
 
製造業のサービス化という言葉を昨今よく耳にするとおり、多くの製造業は、単に製品を製造して販
売するだけでなく、その製品に付随するサービスとともに価値を顧客に提供することを目指している。
その際、ハードウエア、ソフトウエア、人材を組み合わせたサービス提供の仕組みを、製品の開発、設
計、製造で培った技術力をもとにどのように構築するべきかという実務的課題に直面している。本論文
では、技術力を中核として顧客に価値を提供する技術サービスを取り上げ、技術サービス提供者の設計
を支援する基本的なフレームワークを与えている。その中には、システム構造についての意思決定、設
計から実装に落としこむ要求分析、そして開発したシステムへフィードバックするためのユーザ評価な
ど、技術サービス提供者が直面する課題に対する支援方法が含まれている。 
第１章は序論部である。本論文で対象とする技術サービスとは何かに加え、その特徴を示している。
加えて技術サービスの提供のためのシステム開発段階が、システムのアーキテクチャと開発すべき機能
の決定、ソフトウエア設計・実装、技術サービスの顧客への提供からなることを示している。 
第２章では、先行研究を前述のシステム開発段階に対応させてレビューしている。その結果、ソフト
ウエア機能配備の開発戦略と費用対効果を導く方法、ソフトウエア開発における機能選択のための情報
整理と可視化方法、技術サービス支援ソフトウエアの業務適合性の測定方法の３つを開発し、既存の研
究と合わせることで、技術サービスの設計が効果的に支援されることを示している。そこで、これらの
３つの方法を第３，４，５章で示している。 
 第３章の主題は、ソフトウエア機能配備の開発戦略と費用対効果を明確にする方法の開発である。先
行研究が一般のシステム開発を取り上げているのに対し、第３章では技術サービスの特徴を踏まえた方
法を導いている。技術サービスの場合には、技術難易度に応じた開発戦略が必要になる点、プロセス品
質が開発・運用コストに影響を与える点を考慮する必要があり、それを分析モデルに組込んでいる。 
第４章の主題は、ソフトウエア開発における機能選択のための情報整理と可視化方法である。先行研
究が開発担当者の立場からの機能選択であったのに対し、本論文では発注者の立場からの機能選択方法
を与えている。これは、技術サービスにおける発注者は、サービス提供者と同水準の技術的知識を持つ
ことが多く、両者の知識を統合して可視化し、機能選択を合理的に進めることを目指すためである。 
第５章の主題は、技術サービス支援ソフトウエアの業務適合性測定である。技術サービスの場合には、
技術者が抱える開発業務と、顧客と接するサービス提供業務の役割についての意識を考慮する必要があ
る。そこで本論文で提案するモデルでは、技術者が抱える業務の意識、ソフトウエア品質、サービスの
業務適合性などの関係を分析するための連鎖構造としている。 
第６章は総括的結論である。その中では、開発戦略立案と費用対効果の分析方法の精緻化、発注者と
開発担当者間の情報共有のための可視化、業務適合性に基づくシステム評価という主だった貢献をまと
めている。加えて、他のサービスへの展開、適用の限界などを示している。 
 
審査の結果の要旨 
 
本論文は、技術サービス提供企業に勤務する筆者の実務経験に基づく問題意識をもとに、それを一般
化し、解決のための一連の支援方法を示している。これらの方法は、論理的に無理なく導かれている。
これに加え、各章における適用事例から有効性が確認できる。第３章における一般業務用ソフトウエア
向けの方法と、本論文で示している技術サービス向けの方法の対比事例では、本論文で新たに導入した
技術難易度を考慮したモデルの方が、より鮮明に開発戦略と費用対効果が測定できている。また、第４
章における無線通信用設計サービス支援ソフトウエアへの適用事例では、コストに関する発注価値を可
視化することで、従来の方法に比べて発注者と開発者との連携がうまくいくことが確認できる。加えて
第５章における無線通信ネットワーク構築・運用向けソフトウエアの適用事例では、業務適合性の測定
モデルに基づく顧客対応のための施策など、有効な活用方法についても確認できる。 
本論文を俯瞰すると、提案する設計支援フレームワークは、全く新たに戦略検討を行う場合に加え、
サービス提供中における事業環境変化にも適応可能である。事業環境の急激な変化に対応するためには、
自組織に加え顧客たる発注者との連携が不可欠であり、本論文で可視化される情報はその連携に役立つ
と判断できる。一方、サンプル数を増やした解析などは、今後に向けた課題である。 
以上のように本論文は、システムズ・マネジメント博士論文として十分な要件を充たしているものと
判断する。 
 
【最終試験】 
論文審査委員会による最終試験を平成３０年２月７日に実施し、全員一致で合格と判定した。 
 
【結論】 
よって、著者は、博士（システムズ・マネジメント）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認
める。 
 
 
